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はじめに 

 

我が国の自殺者数は、平成 10 年に初めて 3 万人を超え、国を挙げて自殺対策を

推進した結果、平成 22 年以降は 10 年連続の減少となっていましたが、新型コロナ

ウイルス感染症拡大により長引く不安な生活の中で、令和 2 年度から増加傾向に転

じております。 

国では、「自殺対策基本法」を平成 28 年 4 月に改正し各市町村に生きることの包

括的な支援を基本理念とした市町村自殺対策計画策定を義務づけ、さらに、平成 29

年に閣議決定された「自殺総合対策大綱～誰も自殺に追い込まれることのない社会

の実現を目指して～」についても令和 4 年 10 月に見直されました。 

本町では、平成 31 年 3 月に「斑鳩町自殺対策計画」を策定し、関係機関とも連

携しながら部局横断的に自殺対策を推進してまいりました。 

この度、令和 5 年度末で計画期間が終了することに伴い、これまでの取組結果や

自殺対策基本法の改正を踏まえ、「第 2 期斑鳩町自殺対策計画」を策定いたしまし

た。 

本計画の策定により自殺が社会全体の問題であることを認識し、住民一人ひとり

が自分らしく生活し、心身ともに健やかに暮らすことができるよう「誰も自殺に追

い込まれることのない斑鳩町」を目指して自殺対策を推進してまいります。 

結びに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見をいただきました斑鳩町自殺対策

連絡会議の委員の皆さまをはじめ、アンケートにご協力いただいた皆さまに心から

お礼申し上げます。 

これから計画を推進するにあたり、一人でも大切な命を落とすことがないよう、

安心して暮らすことのできる斑鳩町を目指してまいります。住民の皆さまのより一

層のご理解とご協力をいただきますようお願い申し上げます。 

 

令和 6 年 3 月 

 

  斑鳩町長  
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第１章    計画策定の意義 

 

 

 

１ 計画策定の趣旨 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健上の問題

だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などの様々な社会的要

因があることが知られています。自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり

得る危機」です。 

平成18年10月に自殺対策基本法が施行され、それまで「個人的な問題」とされてき

た自殺が広く「社会的な問題」と捉えられるようになり、平成28年には基本法が改正

され、誰もが「生きることの包括的な支援」としての自殺対策に関する必要な支援を

受けられるよう、全ての都道府県及び市町村が「都道府県自殺対策計画」又は「市町

村自殺対策計画」を策定することとされました。 

さらに、平成29年に閣議決定された「自殺総合対策大綱～誰も自殺に追い込まれる

ことのない社会の実現を目指して～」についても令和4年10月に見直されました。 

そういった取組の中で、我が国の自殺者数は、3万人台から、2万人台に減少してお

りましたが、令和2年には新型コロナウイルス感染症拡大の影響等で自殺の要因となり

得る様々な問題が悪化したことなどにより、11年ぶりに前年を上回っています。特に

小中学生の自殺者数は増加傾向となっています。 

本町においては、平成31年3月に「斑鳩町自殺対策計画」を策定し、本町における自

殺対策を、地域レベルの実践的な取り組みによる生きることの包括的な支援としてそ

の拡充を図り、総合的かつ効果的に推進してきました。今回、計画期間の満了に伴い

「第2期斑鳩町自殺対策計画」を策定し、更なる支援の拡充を図ることといたしました。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、自殺対策基本法第3条（地方公共団体の責務）、第13条（自殺対策計画等）

に基づき、大綱及び地域の実情を勘案して、地域自殺対策をさらに推進するために策

定するものです。 

また、奈良県の「奈良県自殺対策計画」と整合性を図り、「斑鳩町総合計画」などの

関係計画と連動して実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

この計画は令和6年度から令和11年度の6か年計画とします。ただし、国の動向や自

殺をめぐる諸情勢への変化、施策の推進状況等を踏まえ、必要に応じ見直しを図りま

す。 

自殺総合対策大綱 

～誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して～ 

第５次斑鳩町総合計画 

第２期斑鳩町自殺対策計画 

 

第３期斑鳩町健康増進計画・第３期斑鳩町食育推進計画 

第２期斑鳩町地域福祉計画 

斑鳩町障害者福祉計画 

第７期斑鳩町障害福祉計画・第３期障害児福祉計画 

第２期斑鳩町子ども・子育て支援事業計画 

第９期斑鳩町介護保険事業計画・高齢者福祉計画 

第４期斑鳩町国民健康保険特定健康診査等実施計画 

・その他関連計画 

基本認識 

基本方針 

奈良県自殺対策計画 
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４ 計画の策定体制 

（１）斑鳩町自殺対策連絡会議  

計画の策定にあたっては、学識経験者、関係行政機関の職員で構成される「斑鳩町

自殺対策連絡会議」において、本町における現状や計画、方針などについて意見を聴

取し、計画内容に反映しました。 

 

 

（２）アンケート調査の実施  

本計画の策定にあたり、住民の健康づくりや食育に関する行動や意識、健康課題な

どを調査・把握し、今後の施策の方向性を検討するため、住民を対象としたアンケー

ト調査を実施しました。 

 

 

（３）パブリックコメントの実施  

広く住民から本計画（素案）に対する意見を求めるため、令和5年12月25日から令和

6年1月25日の期間にパブリックコメントを実施し、住民意見を募集しました。 

 

 

（４）計画の検証  

計画の各施策・事業について、庁内の担当課を通じて施策・事業の評価・検証結果

を取りまとめ、計画に反映しました。 
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５ 自殺対策の推進とＳＤＧｓ 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、「誰一人取

り残さない」持続可能でよりよい社会の実現を目指す世界共通の目標です。 

2015年の国連サミットにおいてすべての加盟国が合意した「持続可能な開発のため

の2030アジェンダ」の中で掲げられており、17のゴールから構成されています。 

本計画において、関連のある目標は、「1．貧困をなくそう」「2．飢餓をゼロに」「3．

すべての人に健康と福祉を」「4．質の高い教育をみんなに」「5．ジェンダー平等を実

現しよう」「8．働きがいも経済成長も」「9．産業と技術革新の基盤をつくろう」「10．

人や国の不平等をなくそう」「16．平和と公正をすべての人に」「17．パートナーシッ

プで目標を達成しよう」などが挙げられます。 
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第２章    斑鳩町の現状と課題 

  

 

 

１ 自殺の現状 

（１）自殺者数の推移  

本町の自殺者数は、平成22年に増加しましたが、増減を繰り返し、平成28年頃から

少し減少してきており、令和2年が1人と最も少なくなっています。 

男女別の自殺者数の割合を見ると、男性の方が多くなっていますが、全国や奈良県

と比べると女性の割合が高くなっています。 

 

斑鳩町自殺者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自殺者の性別の比較（平成 21～令和４年計） 
単位：人 

 男性 女性 計 

斑鳩町 37 24 61 

奈良県 2,140 1,074 3,214 

全国 237,252 107,513 344,765 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 
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自殺者の性別割合の比較（平成 21～令和 4 年計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 

 

 

 

 

（２）自殺死亡率の推移  

本町の自殺死亡率は、令和4年には14.2人となっており、奈良県、全国を下回ってい

ます。 

自殺者数1人の増減で大きく変化することもあり、年によって大きな変動があると考

えられます。 

 

 

斑鳩町自殺死亡率の推移（全国比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 

男性 女性

斑鳩町自殺死亡率 奈良県自殺死亡率 全国自殺死亡率
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（３）年齢階層別自殺者割合並びに19歳以下の自殺者数及び自殺

死亡率の推移  

年齢別の自殺者の割合をみると、30歳代の働き世代と70歳以上の高齢者の割合が多

くなっており、奈良県、全国よりも多くなっています。また、19歳以下の自殺者もあ

りました。 

 

年齢階層別自殺死亡者の推移 （平成 21～令和 4 年計） 

単位：人 

 
19 歳 

以下 
20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代 

80 歳 

以上 

斑鳩町 2 5 10 7 9 10 11 7 

奈良県 94 347 433 536 533 509 461 301 

全 国 8,601 36,865 45,732 57,546 59,895 55,991 45,974 32,963 

 

年齢階層別自殺者割合（総数）（Ｈ21-Ｒ4 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 
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年齢別男女別自殺者数（総数）（Ｈ21-Ｒ4 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 

 

 

 

19 歳以下の自殺者数を見ると、平成 21 年から令和 4 年で、2 人となっています。 

 

19 歳以下の自殺者数及び自殺死亡率推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：町は、地域における自殺の基礎資料 

県と全国は、奈良県自殺対策計画 
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（４）市町村別自殺死亡率（人口10万対）  

市町村別自殺死亡率を見ると、奈良県内で39市町村中11位と奈良県内では低い方と

なっており、市・村を除く15町中では8位となっており、前計画策定時より改善してい

ます（前計画策定時39市町村中26位、市・村を除く15町中では13位）。 

 

市町村別自殺死亡率 （平成 29～令和３年計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：奈良県地域自殺対策支援センター 

 

 

（５）自殺未遂者の自殺の現状  

平成30年から令和4年の5年間の自殺者のうち、令和元年の割合は奈良県、全国と比

べて大幅に高くなりましたが、令和4年には奈良県、全国と同程度となっています。 

 

自殺者のうち自殺未遂歴がある人の割合推移（全国比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域における自殺の基礎資料 
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（６）職業別の自殺の状況  

平成30年から令和4年までの自殺者の職業別割合を見ると、全国や奈良県と比べて

「その他無職者」の割合が高くなっています。また、全国や奈良県と比べて「主婦」

の割合も高くなっています。 

斑鳩町の自殺者の職業別割合（全国比較）（H21～R4 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※斑鳩町はＲ2 の公表無し  

※その他の無職者とは、失業者や年金生活者を除くその他の無職者。 

 

資料：地域における自殺の基礎資料 

  

【斑鳩町】 【全国】 【奈良県】 

有職者

23.0%

学生・生徒等

3.0%

主婦

12.0%

失業者

3.0%
年金・雇用保険等生活者

15.0%

その他の無職者

42.0%

不詳

2.0%
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（７）自殺の原因・動機別  

自殺に至る原因や動機については、様々な要因が複合的に絡み合っていますが、斑

鳩町では健康問題を抱える人の割合が50.0％と最も高くなっており、奈良県よりは低

く、全国と同程度となっています。また、全国や奈良県と比べて、家庭問題や男女問

題を抱える人の割合が高くなっています。 

 

自殺の原因・動機別（複数回答あり） （平成 21～令和 4 年計） 

単位：人 

 家庭問題 健康問題 
経済生活

問題 
勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳 

斑鳩町 15 31 9 5 6 1 3 14 

奈良県 618 1890 645 337 126 82 177 612 

全国 51,837 172,579 64,618 31,536 12,292 5,402 18,983 86,173 

 

 

原因・動機別の割合比較（平成 21～令和 4 年計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※斑鳩町はＲ2 の公表無し 

 

資料：地域における自殺の基礎資料 
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勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳

(％)

斑鳩町 奈良県 全国
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（８）自殺の危険経路  

図中の○印の大きさは、自殺対策への影響度を示しています。○印が大きいほど、

自殺の抑止力に影響が大きいということです。また、矢印の太さは、要因と要因の連

鎖の因果関係の強さを表しています。矢印が太いほど因果関係が強いことになります。 

自殺対策では「精神科治療」による抑止力が高くなっています。 

複雑化・複合化した問題が最も深刻化した時に自殺は起きるため、それぞれの対策

に対して、様々な対策を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

斑鳩町の主な自殺の危機経路 

上位 5区分 
自殺者数 

5 年計 
割合 

自 殺 率  

（10 万

対） 

背景にある主な自殺の危機経路 

1 位:男性 20～39 歳無職同居 3 18.8% 136.0 

①【30 代その他無職】ひきこもり＋家族間

の不和→孤立→自殺／②【20 代学生】就職

失敗→将来悲観→うつ状態→自殺 

2 位:女性 40～59 歳無職同居 2 12.5% 21.7 
近隣関係の悩み＋家族間の不和→うつ病

→自殺 

3 位:男性 60 歳以上無職同居 2 12.5% 16.5 
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲れ）

＋身体疾患→自殺 

4 位:女性 60 歳以上無職同居 2 12.5% 10.5 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

5 位:男性 20～39 歳無職独居 1 6.3% 655.6 

①【30 代その他無職】失業→生活苦→多重

債務→うつ状態→自殺／②【20 代学生】学

内の人間関係→休学→うつ状態→自殺 

資料：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」 
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２ アンケート調査からみる斑鳩町の現状 

（１）調査の概要  

１ 調査の目的 

個人の健康づくりを支援するための計画策定の基礎資料として、調査を実施するた

めに実施しました。 

 

２ 調査対象 

斑鳩町在住の20歳以上の人の中から、2,000名を無作為抽出 

斑鳩町在住の年中児、小学2・4・6年生及び中学生1～3年生相当の児童・生徒 

 

３ 調査期間 

令和4年10月1日（土）～ 令和4年10月25日（火） 

 

４ 調査方法 

郵送による配布・回収 

 

５ 回収状況 

 配 布 数 回収数 回収率 有効回答率 

成人 2,000 通 1,037 通 51.9％ 50.4％ 

年中児 251 通 173 通 68.9％ 68.9％ 

小学生 793 通 472 通 59.5％ 58.8％ 

中学生 849 通 384 通 45.2％ 44.5％ 

計 3,893 通 2,066 通 53.1％ 52.0％ 
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68.3

67.5

31.7

32.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30

R４

（２）調査の主な結果  

ア 成人  

①  悩みやストレスの有無 

悩みやストレスが「ある」と「少しある」をあわせた“ある”の割合が67.5％、「あ

まりない」と「ない」をあわせた“ない”の割合が32.5％であり、平成30年とほぼ同

程度となっています。 

 

【悩みやストレスの有無の推移 男女】 

 

 

 

 

 

【悩みやストレスの有無 年代別・男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【悩みやストレスの有無 年代別・女性】 

 

 

 

 

 

 

 

  

ある・少しある ない・あまりない
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31.2
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26.4

26.5

34.8
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20歳代
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70歳代
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88.2

82.1
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66.1
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23.3

11.8

17.9

22.3

33.9

45.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代
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② ストレスを感じる内容 

悩みやストレスの内容について最も割合が高かったのは、男性では45.3％の「仕事

の問題」、次いで33.7％の「経済面の問題」が高くなっています。女性では49.4％の「家

族の問題」、次いで39.1％の「健康面の問題」が高くなっています。 

平成30年と比べると、男性では「経済面の問題」と「健康面の問題」の割合が2倍程

度増えています。女性では「経済面の問題」と「家族の問題」が大きく増えています。 
 

【悩みやストレスを感じる内容 Ｈ30 男女】 【悩みやストレスを感じる内容 Ｒ4 男女】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【悩みやストレスを感じる内容 年代別・男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【悩みやストレスを感じる内容 年代別・女性】 
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③ 悩みやストレスを感じた時の対応 

「気分転換をはかる」の割合が53.2％と最も高く、次いで「自分で解決する」の割

合が35.1％、「休養する」の割合が26.7％となっています。 

平成30年と比較すると、わずかですが「自分で解決する」と「専門機関に相談する」

が増加しています。 

性別でみると、男女ともに「気分転換をはかる」が最も多いですが、女性では「誰

かに相談する」が2番目に多く、男性では「自分で解決する」となっています。 
 

【悩みやストレスを感じた時の対応の推移 男女】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【悩みやストレスを感じた時の対応 年代別・男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【悩みやストレスを感じた時の対応 年代別・女性】 
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④ こころの健康相談の周知度 

こころの健康相談について知っている人の割合は男性10.6％、女性19.7％となって

います。平成30年と比べると、大きな変動はありませんが知っている人の割合が少し

減少しています。 

 

【こころの健康相談を知っている人の割合】 

 

 

 

 

 

 

【こころの健康相談を知っている人の割合の推移 男女】 
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⑤ 睡眠時間の状況 

「7時間～8時間未満」の割合が29.2％と最も高く、次いで「6時間～7時間未満」の

割合が25.1％、「8時間～9時間未満」の割合が15.8％となっています。 

性別でみると、男性に比べ、女性で「5時間未満」の割合が高くなっています。 
 

【睡眠時間 男女】 

 

 

 

 

 

【睡眠時間 年代別・男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【睡眠時間 年代別・女性】 
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⑥ ゲートキーパーの周知度 

ゲートキーパーについて知っている人の割合は男性9.4％、女性8.8％となっていま

す。平成30年と比べると、知っている人の割合は増加しています。 

 

【ゲートキーパーを知っている人の割合】 

 

 

 

 

 

 

【ゲートキーパーを知っている人の割合の推移 男女】 
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⑦ こころの健康状態 

Ｋ6で9点以上の人の割合は、年齢別にみると20歳代の割合が24.4％と最も高く、次

いで30歳代、40歳代となっています。平成30年と比べると、全体で2.1ポイント増加し

ており、特に20歳代・30歳代の若い世代が増加しています。 

奈良県と比較すると、60歳代・70歳代が高くなっています。しかし、性・年齢別で

は40歳代・60歳代の男性、30歳代・60歳代・70歳代の女性で奈良県より高くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

【Ｋ6 9 点以上の割合】 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｋ６ ９点以上の割合の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｋ6 9 点以上の割合 男性】  【Ｋ6 9 点以上の割合 女性】 
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こころの健康状態には、Ｋ６という尺度を用いました。 

Ｋ６とは、うつ病・不安障害などの精神疾患をスクリーニングすることを目的として開発され、心理的

ストレスを含む何らかの精神的な問題の程度を表す指標です。「神経過敏に感じましたか」「絶望的だと

感じましたか」「そわそわ、落ち着かなく感じましたか」「気分が沈み込んで、何が起こっても気が晴れ

ないように感じましたか」「何をするのも骨折りだと感じましたか」「自分は価値のない人間だと感じま

したか」の６つの質問について５段階で点数化し、合計点数が高いほど精神的な問題が重い可能性があ

り、９点以上でうつ病・不安障害のリスクがあるとされています。 

Ｈ30 Ｒ４
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⑧ 身近な人から「死にたい」と打ち明けられた時の対応 

「「なぜそのように考えるのか」と理由を尋ねる」の割合が42.4％と最も高く、次い

で「ひたすら耳を傾けて聞く」の割合が34.7％となっています。 
 

【身近な人から「死にたい」と打ち明けられた時の対応の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【身近な人から「死にたい」と打ち明けられた時の対応 年代別・男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【身近な人から「死にたい」と打ち明けられた時の対応 年代別・女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

相談に乗らない、
もしくは話題を変える

「死んではいけない」と説得する

「バカなことは考えるな」と叱る

「がんばって生きよう」と励ます

「なぜそのように考えるのか」と
理由を尋ねる

「とにかく病院に行った方がいい」
と提案する

ひたすら耳を傾けて聞く

その他

1.2 

3.6 

2.5 

7.2 

50.2 

2.5 

28.9 

2.0 

0.8 

4.5 

1.8 

6.5 

42.4 

2.5 

34.7 

1.8 

0 20 40 60

Ｈ30 Ｒ４

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 全体

相談に乗らない、もしくは話題を変える

「死んではいけない」と説得する

「バカなことは考えるな」と叱る

「がんばって生きよう」と励ます

「なぜそのように考えるのか」
と理由を尋ねる

「とにかく病院に行った方がいい」
と提案する

ひたすら耳を傾けて聞く

その他

2.1

4.2

4.2

47.9

2.1

35.4

2.1

6.3

2.1

54.2

29.2

2.1

8.8

52.9

2.9

33.8

5.9 

4.4 

41.2 

45.6 

1.5 

1.8 

3.6 

5.4 

9.8 

48.2 

3.6 

25.0 

1.8 

0.8 

6.3 

7.1 

14.3 

42.9 

4.8 

11.9 

3.2 

1.1

5.7

3.2

7.4

47.0 

2.8

27.2

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4.7

39.5

2.3

44.2

4.7

3.5

1.2

1.2

36.5

2.4

44.7

2.4

2.4

1.2

2.4

40.5

3.6

47.6

1.3 

50.0 

39.5 

1.3 

0.8 

4.8 

7.3 

33.1 

0.8 

40.3 

3.2 

1.6 

4.8 

0.8 

12.8 

36.0 

4.0 

35.2 

0.8 

0.6

3.4

0.6

5.6

38.4

2.2

41.2

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談に乗らない、もしくは話題を変える

「死んではいけない」と説得する

「バカなことは考えるな」と叱る

「がんばって生きよう」と励ます

「なぜそのように考えるのか」
と理由を尋ねる

「とにかく病院に行った方がいい」
と提案する

ひたすら耳を傾けて聞く

その他



 

22 

40.6 

62.6 

38.3 

3.2 

38.3 

25.3 

7.7 

34.9 

61.9 

36.9 

4.2 

40.4 

17.9 

3.8 

0

10

20

30

40

50

60

70

誰かに

相談する

気分転換を

はかる

休養する 専門機関に

相談する

自分で

解決する

何もしない その他

(％)

30.1 

67.0 

14.4 
7.7 

17.7 17.2 

58.5 

68.8 

10.8 
7.3 

22.3 
19.2 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

友人関係 勉強の

こと

体調のこ

と

お金の

こと

家族の

こと

その他

(％)

25.2 

74.1 

15.4 
7.0 

14.0 11.2 

39.6 

77.5 

17.8 
9.5 

17.8 19.5 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

友人関係 勉強の

こと

体調のこ

と

お金の

こと

家族の

こと

その他

(％)

66.0

64.6

34.0

35.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30
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イ 中学生 

① 日常生活の悩み 

悩みやストレスが「ある」と「少しある」をあわせた“ある”の割合が64.6％と高

いが、平成30年に比べると1.4％減少しています。 

 

 

 

 

 

② 悩みやストレスの内容 

悩みやストレスを感じる内容では、「勉強のこと」の割合が最も多く、次いで「友人

関係」、「体調のこと」の順となっています。平成30年に比べると、「勉強のこと」の割

合が増加しており、「友人関係」の割合は減少しております。 

【悩みやストレスを感じる内容 Ｈ30】 【悩みやストレスを感じる内容 Ｒ4】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 悩みやストレスを感じた時の対応 

「気分転換をはかる」の割合が61.9％と最も高く、次いで「自分で解決する」「休 

養する」の順となっています。平成30年に比べると、ほぼ同じ傾向ですが「何もし

ない」が7.4ポイント、「誰かに相談する」が5.7ポイント減少しています。 

 

 

 

 

 

 

  

ある・少しある ない・あまりない

男性 女性
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３ 数値目標の達成状況 

第1期計画では、平成31年から令和5年の5年間の自殺死亡率を、15.47（人口10万対）

以下とすることを目標としていましたが、令和5年の自殺死亡率は把握できないため、

平成30年から令和4年度の5か年間の自殺死亡率をみると、12.0（人口10万対）となり、

目標値の15.47（人口10万対）を下回っています。 

  基準年 現 状 目標値 

（平成 24～28 年） （平成 30～令和 4年） （令和元～5年） 

自殺死亡率 
18.2 12.0 15.47 

（5 か年平均） 

対 27 年比 100% 65.9% 85.0% 

※人口動態統計による  

 

 

４ 数値目標を達成するための評価指標の達成状況 

本町では、目標値を達成するため、下記の評価指標を設定しました。 

「ゲートキーパー養成者数」、「ゲートキーパーを知っている人の割合」「悩みやスト

レスを感じたときに「何もしない人」の割合」については、達成しているものの、「こ

ころの健康相談を知っている人の割合」では、達成することができませんでした。 

 

 
計画策定時 

（2019 年） 

現状値 

（2022 年） 
目標値等 達成状況 

ゲートキーパー養成者数 120 人 
226 人 

（2023 年） 
増加 〇 

ゲートキーパーを知っている人の割合 
男性  8.1％ 

女性  5.6％ 

男性  9.4％ 

女性  8.8％ 
増加 〇 

悩みやストレスを感じたときに「何もし

ない人」の割合 

男性 21.2％ 

女性 12.9％ 

男性 15.5％ 

女性  8.9％ 
減少 〇 

こころの健康相談を知っている人の割合 
男性 10.7％ 

女性 20.6％ 

男性 10.6％ 

女性 19.7％ 
増加 × 

 

  



 

24 

 

事業数 取組数 〇 △ ×

18 24 23 1 0

事業数 指標数 〇 △ ×

8 8 8 0 0

8 9 7 2 0

事業数 取組数 〇 △ ×

12 12 12 0 0

15 15 12 2 1

事業数 取組数 〇 △ ×

15 17 16 1 0

12 12 12 0 0

18 19 19 0 0

7 9 9 0 0

22 32 32 0 0

10 10 10 0 0

事業数 取組数 〇 △ ×

5 5 4 1 0

事業数 取組数 〇 △ ×
164 7 1

95.3% 4.1% 0.6%

事業数 指標数 〇 △ ×

7 7 7 0 0

3 3 3 0 0

5 5 5 0 0

5 5 5 0 0

事業数 指標数 〇 △ ×

3 3 3 0 0

事業数 指標数 〇 △ ×

6 6 5 1 0

2 2 2 0 0

事業数 指標数 〇 △ ×
30 1 0

96.8% 3.2% 0%

〇

△

×

　　　地域におけるネットワークの強化

自殺対策計画　生きる支援施策の取組状況

　　　④こころの健康支援

　　　⑤生活支援

　　　⑥経済的支援

　　　①情報媒体を用いた啓発・周知

　　　②講演会・イベント等の開催を通した啓発・周知

　　　①子ども・若者への支援

　　　②保護者や妊産婦への支援

　　　③シニア世代・高齢者への支援

項目

１）基本施策

　　　①地域における人材育成

　　　②関係機関内における人材育成

（１）地域におけるネットワークの強化

（２）自殺対策を支える人材の育成

項目

（４）生きることの促進要因への支援

（５）児童・生徒の「SOSの出し方に関する教育」

２）重点施策

（１）高齢者への対策

　　　児童・生徒の「SOSの出し方に関する教育」

150 172

項目

項目

項目

項目

　　　働き盛り世代への対策

（３）生きづらさを抱える人への対策（生活困窮者）

項目

項目

総合計

（３）住民への啓発と周知

（２）働き盛り世代への対策

　　　①包括的な支援のための連携の推進

　　　②地域における要支援・要介護に対する支援

　　　③高齢者の健康不安に対する支援

　　　④社会参加の強化と孤独・孤立の予防

　　　②居場所づくりや生活支援の充実

　　　①相談支援・人材育成の推進

31

達成度

総合計
31

計画に基づき実施

課題などがあり計画内容が一部未達成

未着手

５ これまでの取り組み 

本町では、地域で自殺対策を推進するにあたり、欠かすことのできない基盤的な取

り組みとしての基本施策と、自殺のハイリスク群である「高齢者」「働き世代」「生き

づらさを抱える人」に焦点を絞った取り組みとしての重点施策の取り組み状況は、下

記の通りです。 
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 ６ 今後の課題 

本町では、自殺死亡率の減少を目指すため、「地域におけるネットワークの強化」「自

殺対策を支える人材の育成」「住民への啓発と周知」「生きることの促進要因への支援」

「児童・生徒の「ＳＯＳの出し方に関する教育」」を基本施策として、取り組みを推進

してきました。 

そのため、自殺死亡率は減少し、目標を達成しましたが、平成29年から令和3年では

1～4人の方々が自殺により命を落としている状況は深刻であり、更なる対策が必要と

なっています。 

誰も自殺に追い込まれることのない町を実現するため、自殺の現状、背景・原因、

対策の対象を明確にして、様々な機関との連携のもと、地域の実情に応じた施策を推

進する必要があります。より良い斑鳩町の実現に向けて、本町の取り組むべき課題に

ついては、以下の通りです。 

 

 

【課題①：子ども・若者への対策】 

本町の19歳以下の自殺者数は、平成22年から平成30年までは0人でしたが、令和元年

に1人の方が自殺により命を落としている状況です。また、全国的に見ても、小中高生

の自殺者数は増加しており、深刻な状況となっています。 

中学生のアンケート調査結果をみると、日常生活で悩みやストレスがあるかについ

て、64.6％が「ある」と回答しています。悩みやストレスを感じた時の対応について

は、「気分転換をはかる」の割合が5割と高くなっていますが、「自分で解決する」「何

もしない」と回答した生徒もいます。 

この時期は進学、就職などで様々な困難を抱える時期であり、また、虐待やいじめ

等により心の危機にさらされることもありうる時期です。そして、特に児童・生徒に

おける自殺予防の取組は、その後の人生において直面する問題にも対処する力を身に

つけることにつながる重要な取組と考えています。 

このため、若年層に対し、学校、行政、家庭、地域など関係機関の重層的な関わり

が必要と考えます。 
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【課題②：高齢者への対策】 

本町の60歳以上の自殺者割合は、約5割を占めており、また全国や奈良県と比べ、70

歳代・80歳以上が高くなっています。 

アンケート調査の結果をみると、こころの健康状態（Ｋ6で9点以上の人の割合）で

は、男性の40歳代・60歳代、女性の60歳代・70歳代の割合が奈良県より高くなってい

ます。 

高齢者は退職、失業、収入の減少、社会的な役割の縮小、さまざまな身体疾患、知

人や配偶者の死といった喪失体験など、深刻なストレスを抱えることが多くなります。 

高齢者の自殺予防のため、身近な支援者の協力体制を整えて行くとともに、高齢者

本人がおかれている状況や気持ちを理解することが必要と考えます。 

 

【課題③：様々な問題に起因する自殺への対策】 

本町の自殺者の特徴として、「有職者」の自殺死亡率が全国に比べ低くなっており、

「無職者・失業者」の自殺死亡率が多くなっています。 

アンケート調査の結果をみると、ストレスの原因として、「健康面の問題」、「仕事の

問題」、「家族の問題」、「経済面の問題」など様々なストレスを抱えていることがうか

がえます。 

心の悩みの原因となる経済・生活問題や職業問題などの複合する問題に対する包括

的な取組も求められることから、家庭、地域、民間団体、行政による気づき・見守り・

声掛け等を行うことによって自殺に追い込まれようとしている人を早期に発見、支援

することが求められています。 

さらに、社会全体のつながりが希薄化する中で、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大により人との接触機会が減り、それが長期化することで、孤独・孤立の問題が一

層深刻化しています。 

このようなことからも、様々な問題を抱えている住民の尊厳を保持し、地域の一員

として包摂され、支え合いながら、安全で安心して暮らすことができる地域社会を実

現していくことが必要と考えます。 

 

【課題④：自殺未遂者への対策】 

平成30年から令和4年の5年間の自殺者のうち、自殺未遂歴がある人の割合が、令和

4年で奈良県、全国と同程度となっています。 

自殺未遂者が再度の自殺を企図する可能性は高いため、再企図を防ぐための対策を

すすめる必要があります。 
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【課題➄：女性への対策】 

本町の女性の自殺者の割合は、4割で、全国や奈良県と比べるとやや多く、年齢別で

みると60歳代が最も多く、次いで30歳代、70歳代となっています。 

また、職業別の自殺の状況では、全国や奈良県と比べて「主婦」の割合が高くなっ

ています。 

アンケート調査の結果をみると、ストレスの原因では男性に比べ女性は「家族の問

題」と「健康面の問題」が高くなっており、平成30年と比べても「家族の問題」が最

も増加しています。 

コロナ禍で女性を取り巻く環境が変化し、自殺の要因である様々な問題が影響して

いると考えられることから、女性への対策を講じていく必要があります。 
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第３章    自殺対策の基本的な考え方 

 

 

 

１ 基本認識 

自殺の多くは個人の自由な意思や選択の結果ではなく、様々な悩みにより心理的に

「追い込まれた末の死」であるということを社会全体で認識するよう改めて徹底して

いく必要があります。自殺の背景には、その人の心理的な悩みだけでなく、様々な要

因（経済・生活問題、健康問題、人間関係の問題、家庭・職場・学校・地域の問題な

ど）が複雑に関係しています。これらの「生きることの阻害要因」に対する適切な介

入により、多くの自殺は防ぐことができる社会的な問題といえます。 

また、自殺を考えている人は、心の中では「生きたい」という気持ちとの間で激し

く揺れ動いており、「死にたい」は死ぬほどつらい苦境を表現するものです。その結果、

不眠、原因不明の体調不良、自殺をほのめかす言動等、自殺の危険を示すサイン（予

兆）を発している場合が多いとされています。また、家庭・学校・職場・地域から孤

立した時に自殺が発生するおそれが高くなるため、家族や職場の同僚などの身近な人

が自殺のサインに気づき自殺予防につなげていくことが必要です。 

さらに、児童・学童期において、問題や対処方法を身につけることが「生きること

の促進要因」につながり、学校で直面する問題や、その後の社会人として直面する問

題にも対処する力にもなることから、とりわけ重要であると考えています。 

上記のような「生きることの阻害要因」を減らして、「生きることの促進要因（自己

肯定感・信頼できる人間関係・危機回避能力など）」を増やしていくことで、誰も自殺

に追い込まれることのない社会の実現を目指していくことを認識する必要があります。 

 

２ 基本理念 

本町では、社会における「生きることの阻害要因」を減らし、「生きることの促進要

因」を増やすことを通じて、社会全体の自殺リスクを低下させることで、自殺総合対

策大綱における基本理念の「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」を目指

します。 

 

 

 

 

『誰も自殺に追い込まれることのない斑鳩町の実現』 
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第４章    基本方針 

 

 

基本理念の実現を目指すため、自殺に対する基本認識を踏まえ、6つの基本方針に沿

った、総合的な自殺対策を推進します。 

 

１ 生きることの包括的な支援 

自殺はその多くが追い込まれた末の死であり、その多くが防ぐことができる社会的

な問題であるとの基本認識の下、自殺対策を「生きることの包括的な支援」として、

「生きる支援」に関する地域のあらゆる取組を総動員し、社会全体の自殺リスクを低

下させるとともに、一人ひとりの生活を守るという姿勢で展開するものとします。 

また、個人においても地域においても、自己肯定感・信頼できる人間関係や危機回

避能力等の「生きることの促進要因」を、自殺のリスク要因となる失業や多重債務、

生活苦等の「生きることの阻害要因」が上回ったときに自殺リスクが高まります。 

そのため、「生きることの阻害要因」を減らす取組に加えて、「生きることの促進要

因」を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させる方向で自殺対

策を生きることの包括的な支援として推進します。 

 

２ 関連分野の有機的な連携の強化 

自殺に追い込まれようとしている人が安心して生きられるようにして自殺を防ぐた

め、様々な分野の施策、人々や組織と密接に連携し、精神保健的な視点だけでなく、

社会・経済的な視点を含む包括的な取り組みを実施します。 

自殺の要因となり得る生活困窮、児童虐待、性暴力被害、ひきこもり、性的マイノ

リティ等、関連の分野においても、現場の実践的な活動を通じた連携の取り組みが展

開されていることから、連携の効果を更に高めるため、様々な分野の生きる支援にあ

たる人々がそれぞれ自殺対策の一翼を担っているという意識を共有します。 
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３ 対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動 

「対人支援レベル」「地域連携レベル」「社会制度のレベル」等、対応の段階に応じ

たレベルごとの対策を強力に、かつ効果的に連動させ、社会全体の自殺リスクを低下

させる方向で自殺対策を推進します。 

また、時系列的な対応としては、自殺の危険性が低い段階における啓発等の「事前

対応」と、現に起こりつつある自殺発生の危険に介入する「危機対応」、自殺や自殺未

遂が生じてしまった場合等における「事後対応」の、それぞれの段階において施策を

講じます。加えて、「自殺の事前対応の、さらに前段階での取り組み」として、学校に

おいて、児童生徒等を対象とした、いわゆる「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進

します。 

 

 

４ 実践と啓発を両輪とした推進 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」ですが、危機に陥っ

た人の心情や背景が理解されにくい現実があり、そうした心情や背景への理解を深め

ることも含めて、危機に陥った場合には誰かに援助を求めることが適当であるという

ことが、地域全体の共通認識となるように積極的に普及啓発を行います。 

住民一人ひとりが、身近にいるかもしれない自殺を考えている人が発している、不

眠や原因不明の体調不良等の自殺の危機を示すサインに早く気づき、精神科医等の専

門家につなぎ、その指導を受けながら見守っていけるよう、広報活動、教育活動等の

取り組みを推進します。 

 

 

５ 関係機関の役割の明確化と連携・協働の推進 

自殺対策が最大限その効果を発揮して、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」

を実現するためには、町をはじめ、関係団体、民間団体、企業、住民等が連携・協働

し、自殺対策を総合的に推進することが必要です。 

そのため、それぞれの主体が果たすべき役割を明確化、共有化した上で、相互の連

携・協働の仕組みを構築します。 

また、自殺対策を取り組むうえで「自殺の対人関係論による３つの概念」を職員が

理解し、関係部署と連携していくことが大切となります。 
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【 自殺の対人関係論による３つの概念 】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 所属感の減弱（孤独感） 

「所属感の減弱」は現実に人とのつながりがなく、孤立している状態を意味すると

ともに、「自分の居場所がない」あるいは「誰も自分を必要としている人などいない」

という主観的な感覚も含まれています。 

【 所属感の減弱をもたらす例 】 

・職場、学校でのいじめ被害、パワーハラスメント 

・家族との関係の不和、虐待を受けること 

・単身生活、社会的な引きこもり 

・自分にとって価値のあるもの、大切なものの喪失 

・精神科治療、カウンセリングなどの心理学的な援助を受けることに対する偏見 

・支援資源へのアクセスの悪さ など 

② 負担感の知覚（お荷物感） 

「負担感の知覚」は「自分が生きていることが周囲の迷惑になっている」あるいは

「自分がいないほうが周囲は幸せになれる」という認識を指しています。 

【 負担感の知覚が高まる例 】 

・加齢や身体疾患などで介護が必要になり、介護者に対して「自分のせいで迷惑をかけてし

まっている」と感じるような状況 

③ 自殺潜在能力（自殺への抵抗感） 

「自殺潜在能力」は身体の痛みに対する抵抗感の低さ・慣れを反映したものです。 

【 自殺潜在能力を高める例 】 

＜自殺以外の意図から故意に自分の健康を害する行動＞ 

  リストカット（死に至らない自傷行為）・摂食障害（拒食や過食・嘔吐）・アルコール・

薬物乱用 など 

＜その他、慢性的な痛みを抱える経験＞ 

  身体接触を伴う激しいスポーツ・暴力被害・加害の経験・頻回の外科手術・慢性疼痛を

伴う持病 など 

自殺の対人関係理論の図 joiner ら（2009）を参考
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 ６ 自殺者等の名誉及び生活の平穏なる配慮 

自殺対策基本法第9条において、「自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等 

の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、これらを不当に侵害することのないようにしな 

ければならない」と定められていることを踏まえ、自殺対策に関わる者は、このこと 

を改めて認識して自殺対策に取り組みます。 
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第５章    施策体系 

 

本町の自殺対策は、国が定める「地域自殺対策政策パッケージ」において、

すべての市町村が共通して取り組むべきとされている、5つの「基本施策」と本

町における自殺の現状を踏まえてまとめた、4つの「重点施策」で構成されてい

ます。 

①  基本施策 

自殺総合対策大綱に基づいて、地域で自殺対策を推進するにあたり、欠かす
ことのできない基盤的な取り組みとして定められています。 

②  重点施策 

本町における自殺のハイリスク群である「高齢者」「働き盛り世代」「生きづ
らさを抱える人」「女性」に焦点を絞った取り組みです。 

 

【基本施策・重点施策の体系図】 

基本理念 

 

    基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生きる支援施策 
  

『誰も自殺に追い込まれることのない斑鳩町の実現』 
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（１）生きることの包括的な支援 

（２）関連分野の有機的な連携の強化 

（３）対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動 

（５）関係機関の役割の明確化と連携・協働の推進 

（４）実践と啓発を両輪とした推進 

（６）自殺者等の名誉及び生活の平穏に配慮する 
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第６章    生きる支援施策 

 

 

 

１ 基本施策 

(１）地域におけるネットワークの強化  

自殺の原因や動機となる健康問題、経済・生活問題、家庭問題、学校問題、

職場問題など様々な悩みを抱える住民が、適切な相談機関につながり、問題や

悩みの解決が図られるよう、相談機関の連携・ネットワークづくりをより一層

進めていきます。また、自殺の要因に働きかけ、社会の意識と行動を変えてい

くため、行政はもちろん、地域で活躍する関係機関、民間団体、学校、企業、

住民等、それぞれが果たすべき役割を明確化し、共有した上で、相互の連携と

協働の体制を強化していきます。 

 

 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

自殺対策連絡会議
の実施 

斑鳩町自殺対策連絡会議を行い、庁内の関
係部署と連携を図ることで、自殺対策を推
進します。 

健康対策課 

保健事業の実施 住民の健康レベルをアップするため、地域
組織と連携し、地域保健活動の推進や住民
が主体となった健康づくりに関する各種イ
ベントの開催や、保健予防に関する事業等
の広報を通じて、地域保健活動の組織と自
殺対策（生きることの包括的支援）の連携を
強化します。 

健康対策課 

要保護児童対策地
域協議会の運営 

関係機関で構成する要保護児童対策地域協
議会において、その子どもに関する情報等
を共有し、適切な連携の下で対応すること
で、要保護児童の適切な保護を図ります。 

子育て支援課 
健康対策課 

教育委員会総務課 

民生・児童委員活動
の支援 

同じ住民という立場から、気軽に相談でき
るという強みがある民生・児童委員による
相談の実施や適切な支援機関につなげると
いった活動の支援を行います。 

福祉課 
社会福祉協議会 

地域福祉計画の策
定・推進 

地域住民や民間団体の自主的な福祉活動を
支援し、多様な地域福祉課題に対応できる
ようにするため、住民と行政が協働して、地
域福祉ネットワークの推進を図ります。 

福祉課 
社会福祉協議会 
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事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

保幼小中の連携 保育園、幼稚園、小学校、中学校間で連携し、
学校生活にスムーズに移行できる児童生徒
を育てることを目的に、児童生徒の家族の
状況等も含めて情報を共有し、自殺のリス
クを抱える家庭を包括的・継続的に支援し
ます。 

子育て支援課 
教育委員会総務課 

地域自立支援協議
会（西和 7 町障害者
支援協議会）の運営 

医療・保健・福祉・教育及び就労等に関係す
る機関との広域かつ他職種によるネットワ
ークの構築を行います。 

福祉課 

障害者虐待の対応 障害者虐待に関する通報・相談窓口を設置
することで、本人や家族等の擁護者を支援
し、背後にある様々な問題を察知し、適切な
支援先へとつないでいきます。 

福祉課 

子育て支援ネット
ワークの整備 

保育園・幼稚園・学校・家庭・地域・関係す
る行政機関等がそれぞれの役割と機能を発
揮し、子育てサークル等の住民主体の子育
て団体を支援することで、地域ぐるみでの
子育て支援ネットワーク体制を整備しま
す。 

子育て支援課 

小地域福祉活動の
促進と組織化の支
援 

地域住民の自主的な福祉活動を支援し、地
域住民の多様な福祉ニーズに対応できるよ
うにするため、住民と行政、社協が協働し、
小地域福祉会の組織化支援や小地域福祉活
動のネットワーク化の推進、サロン・交流会
活動への支援、緊急時や災害時への対応の
仕組みづくりの推進を図ります。 

社会福祉協議会 

ひとり暮らし等施
策（登録ボランティ
アによる安否確認）
の実施 

地域の登録ボランティア(生活支援サポー
ター)による話し相手及び安否確認を行い
ます。 

社会福祉協議会 

ふれあい交流事業
の実施 

一日里親、身体障がい者ふれあいの集い、心
身障がい者ふれあいの集いを実施し、当事
者の交流を進めるとともに、心身のリフレ
ッシュを図ります。 

社会福祉協議会 

地域包括ケアシス
テム事業の実施 

介護や支援が必要になっても高齢者が尊厳
を保ちながら住み慣れた地域で住民同士の
支え合いや助け合いの力を活用し、必要な
医療・介護を切れ目なく受けられる体制の
もと、安心して暮らし続けることができる
よう地域包括ケアシステムの構築を推進し
ます。 

福祉課 

地域包括支援セン
ターの運営 

地域包括支援センターにおいて高齢者に対
する総合的な支援やケアマネジャーの支
援、関係機関の連携体制の構築を行い、地域
に根差した保健・医療・福祉・介護の向上を
はかる拠点とし、関係者間での連携強化を
図ります。 

福祉課 
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事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

総合相談体制の構
築 

問題の種類を問わず総合的な相談や、困難
な状況に陥った高齢者の情報を得て、関係
機関とのネットワークを構築し継続的・総
合的支援を行います。 

福祉課 

学童保育事業の実
施 

就業等により昼間保護者のいない家庭の児
童を放課後及び長期休業中に学童保育室で
保育するなかで子どもの状況把握を行いま
す。 

生涯学習課 

本庁案内業務等委
託事業の実施 

総合案内にて庁内案内業務を行い、どこに
相談したらよいか迷っている人を適切な課
に案内します。 

住民課 

ちびっこホリディ
学園 

子どもたちが学校の休日や長期休業等に安
全・安心な活動拠点（居場所）の確保などを
目的に、様々な体験や交流をすることで、社
会性や自主性を養い安心して健やかに育ま
れる環境づくりを推進します。 

生涯学習課 

ヤングケアラーの
支援 

関係機関がヤングケアラーについて正しく
理解し、連携してヤングケアラーの早期発
見や必要な支援につなげていきます。 

子育て支援課 
健康対策課 

福祉課 
教育委員会総務課 

生涯学習課 

 

(２）自殺対策を支える人材育成  

自殺の危険性の高い人の早期発見、早期対応を図るため、自殺に関する正し

い知識を知り、自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応・連携を図るこ

とのできる「ゲートキーパー」の役割を担う人材を養成するため、研修会を継

続して開催していきます。 

また、自殺の要因は多岐にわたることから、行政と関係機関、民間団体が協

働し、地域や学校、職場等、様々な場面で自殺を予防するための人材の確保と

育成を図り、包括的な支援の体制づくりに取り組んでいきます。 

 

① 地域における人材育成 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

ボランティアの育
成と活動促進 

地域の生きる支援に関わる可能性のある福
祉活動のインフォーマルな担い手として、
ボランティアの育成、活動促進を積極的に
進めるとともに、双方向の需給調整を行い
ます。 

社会福祉協議会 
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事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

生活支援コーディ
ネーター配置事業
の実施 

高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を
推進していくことを目的とし、地域におい
て、生活支援等サービスの提供体制の構築
に向けたコーディネート機能を果たしま
す。また、生活支援コーディネーターを配置
し、生活支援サポーターの養成等、地域包括
ケアシステムの構築に向けた取り組みの推
進を図ります。 

社会福祉協議会 

手話奉仕員養成事
業の実施 

聴覚障害者の生活及び関連する福祉制度に
ついての理解ができ、手話で日常生活に必
要な手話語彙及び手話表現技術を習得した
手話奉仕員を養成し、聴覚障害者に寄り添
った支援を行います。 

福祉課 
社会福祉協議会 

家族介護支援事業
の実施 

要介護高齢者を介護する家族等に対して、
適切な介護知識・技術の習得と介護者のリ
フレッシュを目的に家族介護教室を開催し
ます。 

福祉課 

認知症サポーター
の養成 

誰もが安心して暮らせる地域づくりを目指
して、認知症についての正しい知識をもち、
認知症の人や家族を応援する認知症サポー
ターを育成します。 

福祉課 

介護予防リーダー・
介護予防サポータ
ーの養成 

地域住民を対象に、介護予防運動のリーダ
ーやサポーターの養成講座を開催すること
で、各地区単位で実施している通いの場を
指導できる人材を育成します。 

福祉課 

食育推進員の養成 生活習慣病の発症を予防するために、食生
活について学び、健康的な生活習慣を身に
つけるよう支援するとともに、食育推進員
の育成を行います。 

健康対策課 

健康に関するボラ
ンティアの養成 

地域の健康問題や運動について学び、一人
ひとりが主体性をもって健康づくりを推進
し、地域での健康づくりの取り組みを強化
する活動を行います。 

健康対策課 

 

 ② 関係機関内における人材育成 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

職員の研修事業の
実施 

ゲートキーパー養成講座及びメンタルヘル
ス研修を実施することにより、自殺ハイリ
スク者の早期発見や適切な相談機関につな
げる人材を育成します。 

健康対策課 

総務課 

社会教育団体補助
金事業・青少年健全
育成補助金事業の
実施 

社会教育団体や青少年健全育成を行う団体
に補助金を支給し、活動を支援します。 

生涯学習課 
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事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

保護司会補助金の
支給の実施 

罪を犯した人の立ち直りを支援する地域の
保護司会の健全な運営を図るため、各保護
司会に対し補助金を支給します。 

福祉課 

介護職員初任者研
修受講就労の助成 

介護職員の技能の向上及び介護施設等にお
ける就労の支援を行い、人材確保に努めま
す。 

福祉課 

教職員人事・研修関
係事業の実施 

教職員研修等により、児童生徒のメンタル
へルスの状態を客観的に把握し、必要な場
合には適切な支援につなげることなどがで
きるよう支援を行います。 

教育委員会総務課 

生活指導・健全育成
（教職員向け研修
等）の充実 

問題行動の未然防止を含めた児童・生徒の
健全育成のために、研修体制を充実させま
す。 

教育委員会総務課 

アクティブ・ラーニ
ングの推進 

児童生徒が主体的で対話的な深い学びがで
きるよう、指導主事等による授業参観と指
導、助言及び各種研修を行うことで、児童生
徒の援助希求能力の醸成や、問題解決に向
けた主体的行動の促進等を図ります。 

教育委員会総務課 

ゲートキーパーの
養成 

ゲートキーパーとしての役割や対応（気づ
き・傾聴・つなぎ・見守り）を学び、自殺ハ
イリスク者の早期発見や適切な相談機関に
つなげる人員を育成します。 

健康対策課 

 

(３）住民への啓発と周知  

自殺に追い込まれる危機は「誰にでも起こり得る」ことですが、危機に陥っ

た人の心情や背景は、様々な要因が複雑に絡み合っていることもあって、理解

されにくいという現実があります。 

住民一人ひとりが、自殺に関することを正しく理解し、自殺予防の重要性を

認識できるよう継続して啓発を進めます。 

また、社会における生きづらさは様々であることから、住民自らが、周囲の

人間関係の中で、不調に気づき、助けを求めることが適切に実現できるための

教育や啓発を図ります。 

① 情報媒体を用いた啓発・周知 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

企画調整に関する
事業（教育大綱の推
進）の実施 

教育大綱を推進し、家庭、地域、学校等関係
者と広く連携し、地域社会の発展を担う人
の育成を図ります。 

政策財政課 

広報紙及びホーム
ページの充実 

行政に関する情報・生活情報の掲載と充実
を図り、自治体のホームページやフェイス
ブック等による情報発信、広報紙等の編集・
発行を通して、各種事業・支援策等に関する
情報を直接住民に提供していきます。 

総務課 
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事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

男女共同参画社会
の推進 

男女共同参画推進計画を推進し、「女と男が
ともに輝いて暮らせる男女共同参画のまち
づくり」を目指します。 

政策財政課 

行政ハンドブック
の発行 

行政のしくみや、役所における各種手続き
方法、助成制度などの情報のほか、暮らしに
役立つ生活情報を手軽に入手できるよう、
行政ハンドブックを発行し、住民に対して
情報周知を図ります。 

総務課 

高齢者優待券の交
付 

70 歳以上の人に、万が一の時の身元の証明
となる「優待利用券」を交付します。また、
利用者の選択により、「優待乗車券」、「優待
入館券」等を交付するとともに、高齢者への
相談先情報等の周知を行います。 

福祉課 

障害福祉計画等の
策定・推進 

障害者計画及び障害福祉計画の進行管理を
行うとともに、次期障害者計画、障害福祉計
画及び障害児福祉計画の策定を行い、連携
の促進を図ります。 

福祉課 

障害理解の促進 障害者基幹相談支援センターに相談窓口を
設置するほか、住民や民間事業者等に対し
周知・啓発を行い、障害を理由とする差別の
解消を推進します。 

福祉課 

子ども・子育て支援
事業計画の推進 

子ども・子育て支援事業計画を推進するこ
とで、妊産婦や子育て世帯への支援強化を
図ります。 

子育て支援課 

ガイドブック作成
事業の実施 

障害者とその家族に対して、各種福祉制度
の概要や手続き方法などを紹介するガイド
ブックを作成・配布することにより、 障害
者の方々がその有する能力や適性、ライフ
ステージに合わせて適切なサービスを利用
できるよう情報を提供し、その在宅生活の
質の向上や社会参加の促進等を図ります。 

福祉課 

学校における広報
活動事業（ホームペ
ージによる情報発
信含む）の実施 

学校で事故やトラブルを未然に防ぐための
さまざまな活動や講習、また相談窓口等に
ついて、地域住民や保護者に対し周知・啓発
することで、地域全体で児童生徒を見守る
取り組みを推進します。 

教育委員会総務課 

健康増進計画の推
進 

健康づくりに関する計画の推進を通して、
自殺対策（生きることの包括的支援）を取り
上げることで、住民への周知・啓発を行いま
す。 

健康対策課 

自殺予防パンフレ
ット等の配布 

自殺予防パンフレットを地域の出向時に配
布することで、一人でも多くの住民への問
題啓発を図り、自殺防止に努めます。 

健康対策課 
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② 講演会・イベント等の開催を通した啓発・周知 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

人権教育セミナー
の開催 

多様な人権問題についてのセミナーを開催
します。 

生涯学習課 

公民館の運営 各種講座やイベントの開催等を通じて、学
習機会の提供や支援を行います。 生涯学習課 

図書館サービスの
充実 

住民の生涯学習の場としての読書環境の充
実を図るとともに、おはなし会の開催など
教育・文化サービスの提供を行います。 

生涯学習課 

協働のまちづくり
事業の実施 

斑鳩町協働のまちづくり条例および斑鳩町
協働のまちづくり指針に基づき、住民活動
センターを運営し、協働のまちづくり活動
提案制度を実施します。 

政策財政課 

商工会との連携 商工業の振興をはかるため、商工会との連
携をすすめるなかで、労働者向けの生きる
ことの包括的な支援の周知・啓発を行いま
す。 

都市創生課 

女性のエンパワー
メント活動の支援 

男女共同参画社会づくりに関する活動を支
援し、男女共同参画の意識を醸成するとと
もに、イベント等を通じて住民への情報発
信や交流を図ります。 

政策財政課 

地域での健康教育
の実施 

心身の健康に関する知識の普及・啓発を行
い、自分の健康に対する意識の向上を図る
ことで、地域での孤立を防ぎ、健康状態の把
握をし、健康に関する正しい知識の普及・啓
発を行います。 

健康対策課 

各種健康診査関連
事業の実施 

各種健（検）診・保健指導・健診結果説明会
の際に健康に関する相談を行うなかで、必
要に応じて、専門機関につなぎます。 

健康対策課 

精神保健福祉推進
事業（心の健康づく
り講演会）の実施 

ストレスが原因となって健康を害する人が
増加していることから、メンタルヘルスや
うつなどに関する知識の普及・啓発を図り
ます。 

健康対策課 

生活習慣病予防教
室の充実 

生活習慣病予防のために検診結果や死亡原
因、疾病の罹患状況に応じて必要な生活習
慣を改善するための教室や健康づくり講演
会を実施し、知識の普及・啓発を図ります。 

健康対策課 

性教育講演会の開
催 

産婦人科の専門医、助産師を講師として招
き、学年に応じた性に関する正しい知識の
習得を促します。 

教育委員会総務課 

社会福祉大会の開
催 

住民参加による地域福祉活動の推進と福祉
思想の普及・啓発を行います。 

社会福祉協議会 
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事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

敬老会の開催 高齢者の長寿を祝うため、敬老記念式典を
開催するとともに、百歳・米寿・結婚 50 年
を迎える人を対象に御祝事業を実施し、式
典参加者に記念品の交付に合わせて、高齢
者への相談先情報等の周知・啓発を行いま
す。 

福祉課 

行政出前講座の実
施 

行政出前講座を活用し、ゲートキーパーの
役割や地域自殺対策の取り組み、相談窓口
等のリーフレットを配布することにより、
自殺対策に対する住民への啓発を図りま
す。 

総務課 

 

(４）生きることの促進要因への支援  

「生きることの阻害要因」（自殺のリスク要因）を減らすとともに、「生きる

ことの促進要因」（生きる喜びを感じられる要因）を増やすという観点から、社

会全体の自殺リスクを低下させることが重要です。 

本町においても、住民のライフステージや様々な生活環境に応じて、自殺対

策と関連の深い様々な分野における取り組みを幅広く推進します。 

 

 ① 子ども・若者への支援 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

養育支援訪問事業
の実施 

町や児童相談所において、児童虐待通告の
あった家庭等を訪問し、児童に係る目視に
よる安全確認及び相談・援助等の支援を行
います。 

子育て支援課 

障害児福祉サービ
ス給付費の支給の
実施 

児童発達支援・医療型児童発達支援・放課後
デイサービス・保育所等訪問支援、障害児相
談支援など、障害児へのサービス提供を通
じて、保護者への支援を行います。 

福祉課 

療育支援会議の開
催 

障害児等のライフステージに応じた地域で
の生活を支援するために、関係機関が情報
共有や協議の場をつくることで、療育・相談
体制の充実を図るとともに、各種福祉サー
ビスの提供、調整を行い、障害児等及びその
家族の福祉の向上を図ります。 

福祉課 
健康対策課 

教育委員会総務課 

学習支援事業の実
施 

学習支援事業の実施を通じて、利用者や家
庭の抱える状況を察知し、支援につなぐ機
会とします。 

教育委員会総務課 

特別活動推進事業
の実施 

小中学校の特別活動について、地域との連
携等により、活動の改善と充実を図り、児童
や生徒が主体的・意欲的に学校生活を送る
ことができるようにします。 

教育委員会総務課 

   



 

42 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

就学予定児教育相
談の実施 

障害のある就学を予定している園児を対象
とした教育相談を通じて、就学指導等の助
言を行うことで、適切な支援機関につなぐ
機会とします。 

教育委員会総務課 

特別支援教育体制
整備事業第3ブロッ
ク連絡協議会への
参加 

当該協議会の研修等に参加し、特別な教育
的支援を必要とする幼児、児童、生徒に対す
る総合的な支援体制の整備、充実を図りま
す。 

教育委員会総務課 

特別支援教育就学
指導・教育支援の充
実 

各学校や斑鳩町教育支援委員会の運営等を
通じて、支援を要する児童・生徒に対し、関
係機関と連携して一人ひとりの特性に応じ
たきめ細かな相談、指導を行います。 

教育委員会総務課 

就学援助事業・特別
支援教育就学援助
事業の実施 

経済的理由により、就学困難な児童・生徒に
対し、給食費・学用品等の補助や特別支援学
級在籍者に対し、就学奨励費の補助を行い
ます。 

教育委員会総務課 

被災児童生徒就学
等援助支援事業の
実施 

震災の理由により就学が困難な児童生徒に
対し、学用品費・給食費等の補助を行いま
す。 

教育委員会総務課 

不登校児童生徒の
支援の充実 

不登校児童生徒の自立を支援する学習・生
活指導等の実施やその保護者に対する相談
活動の充実に努めるとともに、斑鳩町子ど
もと親のフリースペースを運営することに
より、小集団での学習及び諸活動を通して
活動の場及び心の居場所を確保することに
より、不登校児童生徒の社会的な自立を支
援します。 

教育委員会総務課 

青少年悩みごと教
育相談の実施 

子育てや子どもとの関わりに悩み・不安を
持つ親や、学校環境などに悩みを持つ就学
生のあらゆる心の問題に対し、相談助言を
行うため専門の相談員を中央公民館に配置
し、相談事業を実施します。 

生涯学習課 

青少年健全育成の
推進 

青少年問題協議会の開催や巡回補導、啓発
活動を実施します。 

生涯学習課 

 

 

 

② 保護者や妊産婦への支援 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

子育て短期支援利
用事業の実施 

保護者の病気、出産、家族の介護、冠婚葬祭
などの理由により家庭で一時的に児童の養
育ができない場合に、一定の期間、養育・保
護を行うことで児童及びその家族の福祉の
向上を図ります。 

子育て支援課 
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事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

地域子育て支援セ
ンターの運営 

子育てルーム・相談室・療育教室からなる
「地域子育て支援センター」を設置し、地域
の子育て支援情報の収集・提供を行い、子育
て全般に関する支援を行う拠点とします。
また、つどいの広場の運営、臨床心理士等に
よる育児相談や子育て支援講座を実施する
ことで、保護者の抱える悩みの軽減を図り
ます。 

子育て支援課 

つどいの広場の運
営 

子育て家庭の親子が気軽に集い、うち解け
た雰囲気の中で語り合い、交流する場を提
供するとともに、子育てサポーターによる
育児相談や情報の提供を行います。 

子育て支援課 

ファミリー・サポー
ト・センター事業の
実施 

育児の援助を行いたい人と育児の支援を受
けたい人の会員組織化を図り、子どもの一
時預かりの運営などを行います。 

子育て支援課 

母子健康手帳交付
の実施 

母子健康手帳交付時に、本人や家族と関わ
るなかで、心身の健康状態を把握し、必要に
応じて関係機関につなぎます。 

健康対策課 

妊産婦相談・指導の
実施 

助産師が妊娠・出産や育児に関する相談、母
乳育児に関する相談に応じるなかで、母親
の産後うつや育児ストレス等といった異変
や困難感に気づき、必要な助言・指導の提供
を行い、妊娠・出産に関する不安を軽減し、
安心して子育てができるように支援しま
す。 

健康対策課 

新生児訪問指導の
実施 

新生児訪問指導や乳幼児健康診査の結果確
認時に、母親の異変や困難感に気づき、必要
に応じて関係機関につなぎます。 

健康対策課 

乳幼児訪問指導の
実施 

乳幼児のいる家庭を訪問し相談・情報提供
を行い、問題を抱えながらも支援につなが
っていない家庭を把握し、関係機関につな
ぎます。 

健康対策課 

乳幼児相談の実施 乳幼児期の心身の発達や育児に関する相談
に応じ、子どもの健やかな発達と育児不安
の軽減を図ります。また、産後うつや育児ス
トレスに関する相談を行い、母親の異変や
困難感に気づき、早期の段階から専門家が
関与することで、必要な助言・指導を提供し
ます。 

健康対策課 

乳幼児教室の実施 親の育児力を高めるための、子どもの発達・
年齢に応じた教室を実施し、親が安心して
子育てができるよう支援します。また、多生
児をもつ親同士の交流を通じて、育児不安
の軽減を図ります。 

健康対策課 

両親学級の実施 妊娠・出産に関する指導を行い、親としての
自覚を高めるなど、安心して子どもを産み
育てられる環境づくりを行います。 

健康対策課 
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事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

乳幼児健診の実施 生後 3・4 か月児、9・10 か月児、1 歳 6 か
月児・2 歳 6か月児・3歳 6 か月児を対象に
健診を行い、医療機関と連携を取りながら、
発育・発達状況の確認を行います。また、健
診結果に基づいた適切な保健指導を行い、
保護者の育児不安の軽減・育児力の向上を
図ります。 

健康対策課 

育てにくさを感じ
る親に寄り添う支
援の充実 

情緒面や言語面などで育てにくさを感じる
児の保護者・支援者からの相談対応を行い、
臨床心理士による発達状況の把握や助言の
実施を通して、日常生活で様々な生きづら
さを抱える問題を把握し、適切な支援機関
につなぎます。 

健康対策課 

産後ケア事業の実
施 

出産後の心身共に不安定な時期にある支援
を必要とする母子に対して、心身のケアや
育児のサポートを行い、安心して子育てが
できるよう支援します。 

健康対策課 

こども家庭センタ
ーの運営 

母子保健部門と児童福祉部門が連携・協働
し、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一
体的に相談支援を行います。また、保健師、
保育士、精神保健福祉士、公認心理師等の専
門職を配置し、個々の家庭に応じた切れ目
ない支援を行います。 

子育て支援課 
健康対策課 

 

 ③ シニア世代・高齢者への支援 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

斑鳩町老人クラブ
連合会事業の実施 

高齢者が同世代の人同士の交流の中で悩み
ごとの相談や、仲間づくりを行い、孤立を防
ぐ老人クラブの活動が円滑に実施できるよ
うに事務局業務を行います。 

社会福祉協議会 

高齢者等外出支援
事業の実施 

高齢者や障害者等の外出を支援することに
より、社会参加の機会を提供します。 

社会福祉協議会 

権利擁護の仕組み
づくり・高齢者の権
利擁護の支援 

法人後見人センターとの連携を行います。 

福祉課 成年後見人制度利用者等の相談等を行いま
す。 

老人憩の家の活用 高齢者の生きがいづくりや介護予防のため
に老人憩の家を設置しています。 

福祉課 

訪問理美容サービ
スの提供 

在宅のひとり暮らし高齢者などで、一般の
理美容院に出向くことが困難な人を対象に
理容師や美容師が居宅を訪問し、散髪等の
サービスを実施します。 

福祉課 

高齢者虐待防止ネ
ットワーク推進事
業の実施 

高齢者の虐待防止や早期発見に努め、高齢
者や養護者への支援を行うとともに、関係
機関の連携体制の強化を図ります。 

福祉課 
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事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

地域リハビリテー
ション活動支援事
業の実施 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士といっ
たリハビリテーションに関する専門職が、
高齢者の能力を評価し改善の可能性を助言
するなど、他機関と連携しながら介護予防
の取り組みを総合的に支援するなかで、支
援対象者の抱える問題や異変を早期に察知
し、地域で暮らし続けることができるよう
支援します。 

福祉課 

介護保険の給付に
関する事業の実施 

介護や相談支援を通じて本人や家族の負担
軽減を図ります。 

福祉課 

介護相談の実施 高齢者とその家族の悩みごとや介護保険
等、介護にまつわる諸問題についての相談
機会の提供を通じて、家族や本人が抱える
様々な問題に関する総合相談を行います。 

福祉課 

認知症カフェの実
施 

認知症の当事者や家族、認知症に関心のあ
る人、介護従事者など、地域で認知症に関心
を持つ住民が気軽に集まれる場を開設する
ことにより、気分転換や情報交換のできる
機会を提供します。 

福祉課 

第 1 号訪問・通所・
生活支援事業の実
施 

地域の実情に応じて介護予防・日常生活支
援総合事業を実施し、介護保険未利用で閉
じこもりがちであったり、身体面で問題や
不安を抱えて孤立状態にある高齢者を把握
し、高齢者一人ひとりにあった支援を行い
ます。 

福祉課 

緊急通報装置の設
置推進 

ひとり暮らし等の高齢者が家庭内で緊急事
態が発生したとき、すみやかに状況を通報
できるようにするため、緊急通報装置を貸
与により設置します。また、通報システムの
設置を通じて、連絡手段を確保し、状態把握
に努めるとともに、必要時には他の機関に
つなぐ等の対応をするなど、支援への接点
として活用します。 

福祉課 

養護老人ホームへ
の入所措置の実施 

60 歳以上で環境上及び経済的理由により、
住宅で一人で生活することが困難と認めら
れる方を養護老人ホームへ入所措置を行い
ます。 

福祉課 

一般介護予防事業
の実施 

健康づくりや疾病予防、介護予防という心
身の健康の保持・増進を図ります。また、高
齢者がよりよく暮らすことができるよう、
生活全般にわたる支援や高齢者の状況の定
期的な把握を行い、介護予防教室につない
だり必要な支援策や専門機関につなぐ等地
域で暮らし続けることができるよう支援し
ます。 

福祉課 

愛の訪問事業の実
施 

ひとり暮らし高齢者等で安否の確認が必要
な人に乳酸菌飲料を配布することにより、
高齢者の健康の向上と安否を確認し、必要
に応じて関係機関に連絡を行います。 

福祉課 
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事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

老人クラブ活動の
支援 

町内の高齢者が参加している老人クラブの
活動を助成することで、老人クラブが実施
するボランティア活動や文化活動、世代交
流など多様な事業を支援するとともに、地
域の高齢者の生きがいづくりや社会参加の
促進を図ります。 

福祉課 

配食サービスの実
施 

ひとり暮らし高齢者に対して栄養バランス
のとれた昼食を提供するとともに、安否の
確認を行うため、定期的に居宅に配食する
サービスを実施します。 

福祉課 

 

 ④ こころの健康支援 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

職員の健康管理の
実施 

健康相談や健康診断後の事後指導、メンタ
ルヘルス研修等を実施し、心身面の健康の
維持増進を推進することにより、心身の健
康管理を図ります。 

総務課 
教育委員会総務課 

職員ストレスチェ
ックの実施 

労働安全衛生法に基づき、職員のストレス
チェックを実施し、メンタル不調の未然防
止を図ります。 

総務課 
教育委員会総務課 

犯罪被害者等への
支援 

犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円
滑に営むことができるよう、犯罪被害者等
が直面している各般の問題について相談に
応じ、必要な情報の提供および助言を行う
とともに、関係機関等との連絡調整を行う
ことにより、犯罪被害者等の自殺リスクの
軽減を図ります。 

安全安心課 

女性総合相談の実
施 

女性のあらゆる悩み（生き方、心、身体、家
族、夫婦、男女、対人関係、性、セクハラ、
女性に対する暴力等）について、女性の立場
に立って聴き、相談者とともに考えながら、
相談者自らが問題解決の糸口を見つけられ
るよう、相談に応じ、必要に応じて関係機関
等を紹介します。 

政策財政課 

精神保健事業の実
施 

精神障害者の早期発見・早期治療・社会復帰
促進のため、専門医・保健師による相談や断
酒会の紹介等を行い、必要に応じて相談機
関につなげられるよう推進します。 

健康対策課 

こころの健康相談
の実施 

こころの健康に関して、専門的な立場の精
神保健福祉士により、助言・指導を行いま
す。 

健康対策課 
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 ⑤ 生活支援 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

住民への相談事業
の実施 

住民への相談事業(来館・電話)・法律・税務
相談を対応した職員が連携する可能性のあ
る相談機関等に関する情報を提供し、潜在
的な自殺リスクの高い人を支援します。 

全課 

健康相談・個別栄養
相談の実施 

生活習慣病や禁煙・栄養等の健康に関する
相談に応じて助言・指導を行います。 健康対策課 

納税相談の実施 生活面で深刻な問題を抱えていたり、困難
な状況にあったりする可能性が高い住民な
どの納税に関する相談を受け付け、潜在的
な自殺リスクが高い人については相談機関
に関する情報の提供等を行い、関係機関と
の連携をはかります。 

国保医療課 
税務課 

保険料の賦課、収
納、減免の実施 

滞納者に対する納付勧奨・減免状況の把握
を行うなかで、生活面で深刻な問題を抱え
ていたり、困難な状況にあったりする可能
性が高い住民などの納税に関する相談を受
け付けます。 

国保医療課 

消費者相談の実施 契約のトラブル、悪質商法等消費生活全般
に関する相談を行います。 

安全安心課 

無料法律相談の実
施 

民事上のトラブルを抱えた住民に対し、専
門家への相談機会を提供するため、無料法
律相談を行います。 

住民課 

創業支援相談の実
施 

創業支援センター「ふらっぴん♪」を拠点
に、創業に関する相談事業を推進します。 

都市創生課 

生活困窮者の相談
の実施 

生活困窮者の相談を受けることにより、適
切な相談先につなぎます。 

福祉課 

日中一時支援事業
の実施 

障害者（児）を介護する者が、疾病等の理由
により居宅における介護ができない場合
に、施設等に預け、必要な保護を行うこと
で、介護の負担を軽減します。 

福祉課 

障害者への相談業
務（障害者相談支
援、身体・知的障害
者相談員）の実施 

生活上の様々な困難に直面している障害を
抱えて地域で生活している人に対して、行
政より委託した障害者支援事業所や障害者
相談員により、相談業務を行います。 

福祉課 

障害者移動入浴サ
ービスの実施 

訪問入浴事業を行い、重度の心身障害者の
保健衛生の向上及びその家族の身体的・精
神的な負担の軽減を図ります。 

福祉課 

手話通訳者等派遣
事業の実施 

手話通訳者・手話奉仕員・要約筆記者を派遣
し、コミュニケーションの確保、社会参加及
び緊急時の支援を行い、聴覚障害者・中途失
聴者・難聴者が社会生活において意思疎通
できるように支援します。 

福祉課 
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事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

自立相談支援事業
の実施 

本人の抱える多様な生活課題等を包括的に
とらえて本人とともに整理・解決を図りな
がら生活基盤を作るための相談支援推進を
図ります。 

社会福祉協議会 

土木管理に関する
事業の実施 

道路及び河川使用の適正化指導において、
ホームレスの方等に対し、様々な関係機関
の職員が巡回することで、必要な支援につ
なぎます。 

建設農林課 

交通安全対策に関
する事業の実施 

交通事故に関する相談や助言等の実施を行
い、事故後の様々な困難や問題を抱える可
能性がある加害者・被害者の双方に相談の
機会を提供したり、支援機関等の情報周知
を図ります。 

安全安心課 

公園の適正な維持
管理の実施 

公園・児童遊園等の管理に関する事務や公
園施設の維持補修に関する事務、公園等の
整備に関する事務を行います。また、公園遊
具の安全点検の定期巡回を行います。 

都市創生課 

水道料金徴収業務
の実施 

水道利用者で料金の納付が困難等の生活難
に陥っている家庭に対して、個別で納付相
談に対応し、必要に応じて他機関へつなぐ
等の対応を図ります。 

上下水道課 

公害・環境関係の苦
情相談の実施 

住民から公害・環境に関する苦情や相談を
受け付けるとともに、問題の早期解決を図
ります。 

環境対策課 

くりかえし使って
くれてありがとう
き（陶器）市の実施 

家庭で不要になった陶磁器やガラス食器類
を回収し、必要とされる方にイベント等で
無料配布することで、家計の手助けとなる
支援を行います。 

環境対策課 

安心サポートごみ
収集事業の実施 

高齢又は障害等の理由により、ごみを地域
の集積場所まで出すことが困難な世帯に対
し、ごみの戸別収集を通して、ごみの排出が
なかった場合に安心サポートごみ収集対象
者の安否確認を行います。 

環境対策課 

災害対策活動の実
施 

大規模災害発生時における被災者支援を実
施することにより、被災者の自殺リスクの
軽減を図ります。 

安全安心課 
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⑥ 経済的支援 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

ひとり親家庭等医
療費助成事業の実
施 

ひとり親家庭等の医療費に対して助成を行
います。 国保医療課 

福祉医療費助成事
業の実施 

老人医療費・子ども医療費・心身障害者医療
費・重度心身障害者老人等医療費・精神障害
者医療費の助成を行います。 

国保医療課 

福祉医療費資金貸
付事業の実施 

子ども医療費・ひとり親家庭等医療費・心身
障害者医療・重度心身障害者老人等医療費
の医療費助成対象者で医療機関等の支払い
が困難な人に対する医療費の資金貸付を行
います。 

国保医療課 

公営住宅事業の実
施 

公営住宅の管理事務・公募事務を行うこと
で、生活困窮や低収入など、生活面で困難や
問題を抱えていると思われる住民の早期発
見・対応に努めます。また、入居申請者の中
で様々な困難を抱えた住民がいた場合、他
機関へつなぐ等の対応を図ります。 

建設農林課 

公営住宅家賃滞納
整理対策の実施 

公営住宅の滞納使用料の効率的収納と自主
納付を促進し、住宅使用料収納率の向上を
図る中で、困難な状況にある住民の把握を
図ります。 

建設農林課 

フードレスキュー
事業の実施 

喫緊の生活に困窮している人の相談に応
じ、生活していくために必要な食糧の提供
を行うことで、安心して生活を送れるよう
支援します。 

社会福祉協議会 

小口資金貸付事業
の実施 

善意銀行に一般預託された寄付金を原資と
して、町内の援助の必要な生活困窮者に貸
し付けを行い、その者が安定した生活を営
むための一助とします。 

社会福祉協議会 

生活福祉資金貸付
事業の実施 

資金の貸付けの対象となる世帯のなかで、
経済的自立及び生活意欲の助長促進等が図
れると認められる人に、貸付事務を行いま
す。 

社会福祉協議会 

障害者特別手当等
の支給の実施 

日常生活が困難な心身障害者(児)の社会参
加のための手当を支給します。 

福祉課 

障害者・介護給付・
訓練等給付費の支
給の実施 

居宅サービスや通所や入所等の障害福祉サ
ービスを提供することにより、障害者の抱
える様々な生活課題の解消を行います。 

福祉課 
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(５）児童・生徒の「ＳＯＳの出し方に関する教育」  

学校での人間関係等による様々な困難・ストレスへの対処方法を身に付けるための

教育「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進するとともに、子どもの出したサイン

についていち早く気づき、受け止め対処するための相談支援体制等の強化を図ります。 

 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

キャリア教育の充
実 

社会的・職業的自立に必要となる自らの力
で生き方を選択できる能力や態度を身につ
けることで、将来への不安の解消に努める
とともに、学習・学校生活の意欲向上に努め
ます。 

教育委員会総務課 

教育相談（いじめ含
む）の実施 

子どもや保護者が抱える悩みや心配事を相
談しやすい環境を整え、早期の問題発見・対
応に努めます。 

教育委員会総務課 

スクールカウンセ
ラーの活用 

スクールカウンセラーを配置し、児童生徒
の多様な悩み事等の相談にあたるととも
に、教職員のカウンセリングマインドを高
めます。 

教育委員会総務課 

心の教室相談員の
配置 

退職教員等による「心の教室相談員」を中学
校に配置し、気軽に悩みを話すことで、悩み
を抱え込まずに、心のゆとりを持てるよう
な環境を提供します。 

教育委員会総務課 

いじめ防止対策の
実施 

各種研修や、各校の「いじめ防止基本方針」
の点検と見直し、個別支援等を通じて、いじ
めの未然防止、早期発見・対応、 継続的な
再発予防を図ります。 

教育委員会総務課 
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２ 重点施策 

(１）高齢者への対策  

高齢者の自殺を予防するためには、高齢者を地域や家庭のなかで孤独にさせ

ないための見守りを行うとともに、いきいきとした心を持続させるために高齢

者の生きがいづくりと社会参加の促進が重要です。 

そのため、健康、医療、介護、生活などに関する様々な関係機関や団体等の

連携を推進し、高齢者の健康不安に対する支援や要介護者に対する支援を行い、

社会参加の強化と孤独・孤立の予防といった包括的な支援の推進を図ります。 

 

➀包括的な支援のための連携の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

高齢者虐待防止ネット
ワークの推進 

高齢者の虐待防止や早期発見に努め、高齢
者や擁護者への支援を行うとともに、関係
機関の連携体制の強化を図ります。 

福祉課 

見守りネットワークの
推進 

高齢者の自殺実態や自殺リスクに関する
情報提供を行うことにより、自殺リスクを
抱えた高齢者の早期発見と対応を推進し
ます。 

福祉課 

認知症高齢者見守りの
強化 

徘徊する可能性のある高齢者が外出し、行
方不明となった時又は警察等の関係機関
で保護された時に、二次元バーコードを活
用し、早期に身元を判明し親族に連絡をと
る体制を整えます。 

福祉課 

個別ケア会議の実施 高齢者が住み慣れた地域で暮らし続ける
ことができるよう権利擁護や経済的困窮、
地域での孤立防止、疾病の治療、社会参加
への促進等様々な問題に対し関係機関と
連携を図り支援します。 

福祉課 

地域ケアシステムの構
築 

介護や支援が必要になっても、高齢者が尊
厳を保ちながら住み慣れた地域で住民同
士の支え合いや助け合いの力を活用し、必
要な医療・介護を切れ目なく受けられる体
制のもと、安心して暮らし続けることがで
きるよう地域包括ケアシステムを構築し
ます。 

福祉課 

地域包括支援センター
の実施 

高齢者やその家族に対し総合的な支援を
行います。地域に根差した保健・医療・福
祉・介護の向上を図る拠点とし、関係者間
での連携関係の強化や、地域資源の連動に
繋げていきます。 

福祉課 
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➁地域における要支援・要介護に対する支援 

 

➂高齢者の健康不安に対する支援 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

生活支援コーディネー
ターの配置 

高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を
推進していくことを目的とし、地域におい
て、生活支援等、サービスの提供体制の構
築に向けたコーディネート機能を果たし
ます。また、校区ごとに生活支援コーディ
ネーターを配置し、生活支援サポーターの
養成等、地域包括ケアシステムの構築に向
けた取り組みの推進を図ります。 

社会福祉協議会 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

認知症カフェの充実 認知症当事者の方や家族の方、認知症に関
心のある人、介護従事者など、地域で認知
症に関心を持つ住民が気軽に集まれる場
を開設することにより、気分転換や情報交
換のできる機会を提供します。 

福祉課 

配食サービスの実施 調理が困難な一人暮らし高齢者などに対
して「食」の自立を目指し、栄養バランス
のとれた昼食を提供するとともに、安否の
確認や心理的サポートを行うため、定期的
に居宅に配食するサービスを実施します。 

福祉課 

地域ケア会議の実施 多職種が連携・協働し、個人に応じた支援
を行います。また、地域の生活課題・くら
しの困りごとを共に考え、解決に向けて協
議し、解決に向けて共に活動し、これらの
活動を通して個人の支援を充実させると
ともに、支え合いの地域づくりを進めてい
きます。 

福祉課 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

健康相談の実施 健康に関する様々な相談に対し、保健師や
看護師、栄養士が助言・指導を行い、必要
時には専門機関につなぎます。 

健康対策課 

心配ごと相談の実施 民生児童委員、身体障害者相談員を招き、
様々な内容の相談に応じられるよう相談
事業を開催し専門機関につなぎます。 

福祉課 

認知症サポーターの養
成 

誰もが安心して暮らせる地域づくりを目
指して、認知症についての正しい知識をも
ち、認知症の人や家族を応援する認知症サ
ポーターを養成します。 

福祉課 
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➃社会参加の強化と孤独・孤立の予防 

 

  

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

緊急通報装置の設置推
進 

ひとり暮らしなどの高齢者が家庭内で緊
急事態が発生したとき、すみやかに状況を
通報できるようにするため、緊急通報装置
を貸与により設置します。また、通報シス
テムの設置を通じて、独居の重度身障者の
連絡手段を確保し、状況把握に努めるとと
もに、必要時にはほかの機関につなぐ等の
対応をするなど、支援への接点として活用
します。 

福祉課 

訪問・通所・生活支援の
実施 

地域の実情に応じて、介護予防・日常生活
支援総合事業を実施し、介護保険未利用で
閉じこもりがちであったり、身体面で問題
や不安を抱えて孤立状態にある高齢者を
把握し、高齢者一人ひとりに合った支援を
行います。 

福祉課 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

老人クラブ活動の実
施 

老人クラブの活動を支援し、ボランティア
活動や文化活動、世代交流など多様な事業
を支援するとともに、地域の高齢者の生き
がいづくりや社会参加の促進を図ります。
また、交流のなかで、悩みごとの相談や仲間
づくりを行い、孤立を防ぐよう支援します。 

福祉課 

老人憩の家の活用 閉じこもり予防と介護予防のため、身近な
ところに出かける場所を確保し、定期的に
通うことで、規則的な生活を維持し、地域の
連携を強くしていきます。 

福祉課 

介護予防の充実 健康づくりや疾病予防、介護予防という心
身の健康の保持・増進を図ります。また、高
齢者がよりよく暮らすことができるよう、
生活全般にわたる支援や高齢者の状況の定
期的な把握を行います。 

福祉課 

愛の訪問事業の実施 ひとり暮らし高齢者などで、安否の確認が
必要な人に乳酸菌飲料を配布することによ
り、高齢者の健康の増進と健康状態の把握
を行います。 

福祉課 

小地域福祉活動の促
進 

地域住民や民間団体の自主的な福祉活動を
支援し、地域住民の多様な福祉ニーズに対
応できるようにするため、住民と行政、社協
が協働し、小地域福祉会の組織化支援や小
地域福祉活動のネットワーク化の推進、サ
ロン・交流会活動への支援、緊急時や災害時
への対応の仕組みづくりの推進を図りま
す。 

社会福祉協議会 
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(２）働き盛り世代への対策  

労働者の多くは中小事業所に勤務しているが、地域により、就労環境や就 

労構造は様々であり、対策には公的部門も含め地域の就労環境や就労構造の 

特徴を踏まえる必要があります。そのため、保健事業等を通じて、労働者の 

身体的、精神的な健康づくりの支援の充実を図っていくとともに、商工会と 

の連携を通して、労働者向けの包括的な支援に焦点を当て、生きる力を高め 

るための周知・啓発を進めます。 

 

 

 

 

 

 

  

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

各種健康診査の実施 各種健（検）診・保健指導・健診結果説明会
の際に行う健康に関する相談のなかで、専
門機関への紹介が必要な場合には、専門機
関につなぎます。 

健康対策課 

生活習慣病予防教室
の実施 

生活習慣病予防のために、健診結果や死亡
原因、疾病の罹患状況に応じて必要な生活
習慣を改善するための教室や健康づくり講
演会を実施し、知識の普及・啓発を図りま
す。 

健康対策課 

商工会との連携 商工業の振興を図るため、商工会との連携
を進めるなかで、労働者向けの生きること
の包括的な支援の周知・啓発を行います。 

健康対策課 
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(３）生きづらさを抱える人への対策  

生活困窮者は背景として、虐待、性暴力被害、依存症、知的障害、発達障

害、精神疾患、被災避難、介護、多重債務、労働等の多様かつ広範な問題

を、複合的に抱えていることが多く、経済的困窮に加えて社会から孤立しや

すいという傾向があります。 

生活困窮の状態や生活困窮に陥る可能性がある人が、一人で追いつめられ

ることがないよう、これからの人生を生きていくための力を高めていけるよ

うな相談や制度支援を充実していきます。また、相談窓口の周知を行うとと

もに、関係機関や窓口等との連携をより一層強化することで、支援が必要な

生活困窮状態におかれた方を早期に発見し、相談窓口につなげていきます。 

➀相談支援・人材育成の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

納付相談の実施 税金などの納付相談を受け付け、潜在的な
自殺リスクが高い人については相談機関に
関する情報の提供等を行い、関係機関との
連携をはかります。 

税務課 
国保医療課 

消費者相談の実施 契約のトラブル、悪質商法等消費生活全般
に関する相談を行っています。 

安全安心課 

生活困窮世帯に対す
る支援の連携 

関係機関との連携を密にし、生活困窮に陥
っている人に対する相談支援体制を整えま
す。 

子育て支援課 

ヤングケアラーの支
援 

関係機関がヤングケアラーについて正しく
理解し、連携してヤングケアラーの早期発
見や必要な支援につなげていきます。 

子育て支援課 
健康対策課 

福祉課 
教育委員会総務課 

生涯学習課 

自立相談支援の推進 本人の抱える多様な生活課題等を包括的に
とらえ、本人とともに整理・解決をはかりな
がら生活基盤を作るための伴走型の相談支
援を推進します。 

社会福祉協議会 

ゲートキーパーの養
成 

ゲートキーパーとしての役割りや対応（気
づき・傾聴・つなぎ・見守り）を学び、自殺
ハイリスク者の早期発見や適切な相談機関
に繋げる人員を育成します。 

健康対策課 
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➁居場所づくりや生活支援の充実 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

生きづらさを感じる
人（生活困窮者）の自
立支援の推進 

生きづらさを感じる人（生活困窮者）に対
し、就労その他の自立に関する相談支援、家
賃相当の住居確保給付金の支給、学習支援
を行います。 

子育て支援課 

就学援助の実施 経済的理由により、就学困難な児童・生徒の
保護者から相談を受け、給食費・学用品など
の補助や特別支援学級在籍者に対し、就学
援助費の補助を行います。 

子育て支援課 
教育委員会総務課 

心配ごと相談の実施 法務省から委嘱された人権擁護委員による
人権相談、総務省から委嘱された行政相談
委員による行政相談、弁護士による法律相
談など、様々な内容の相談に応じられるよ
う相談事業を実施し、心配ごとの解決を図
るとともに、必要に応じて、専門機関につな
ぎます。 

住民課 

無料法律相談の実施 民事上のトラブルを抱えた住民に対し、専
門家への相談機会を提供するため、無料法
律相談を行います。 

住民課 
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(４）女性への対策  

  自殺者の性別割合は、男性の方が多くなっていますが、全国や奈良県と比

べると町は、女性の割合が高くなっており、職業別の自殺者の状況において

も、主婦の割合が高くなっています。 

そのため、妊産婦をはじめ、配偶者からの暴力（ＤＶ）、性暴力、子育て、

介護などさまざまな生きづらさを抱える女性にきめ細かい自殺対策を推進し

ます。 

 ➀妊産婦への支援の充実 

 

 

 

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

子育て支援に関する
情報提供 

子育てハンドブックの作成や各種パンフレ
ットの配布等、子育て支援に関する情報提
供を行う。 

子育て支援課 

保育サービスの充実 延長保育、一時預かり、途中入所の円滑化
等、保育サービスを充実させる。 

子育て支援課 

つどいの広場の実施 子育て中の親子が気軽に集い、うちとけた
雰囲気の中で語り合い、交流をはかり、子育
てサポーターを活用した育児相談などを行
う「つどいの広場」を実施する。 

子育て支援課 

子育て短期支援利用
事業の実施 

家庭での養育が一時的に困難になった児童
を、児童福祉施設等で、一定の期間、養育・
保護する。 

子育て支援課 

両親学級の実施 妊娠を機に、身体づくりや家庭づくりを支
援する講座を開催する。 

健康対策課 

乳幼児相談の実施 育児に関する情報の提供を行う等、子ども
の発達段階に応じたかかわり方を学び、育
児不安の解消や安心して子育てができるよ
うに支援する。 

健康対策課 

産後ケア事業の実施 出産後の心身共に不安定な時期にある支援
を必要とする母子に対して、心身のケアや
育児のサポートを行い、安心して子育てが
できるよう支援します。 

健康対策課 

こども家庭センター
の運営 

母子保健部門と児童福祉部門が連携・協働
し、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一
体的に相談支援を行います。また、保健師、
保育士、精神保健福祉士、公認心理師等の専
門職を配置し、個々の家庭に応じた切れ目
ない支援を行います。 

子育て支援課 
健康対策課 
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➁コロナ禍で顕在化した課題を踏まえた女性支援 

 

 

 

 

 

 

 

➂困難な問題を抱える女性への支援 

  

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

関係法規等に関する
情報提供 

雇用機会均等法等、就労に関する関係法規
についての情報提供を行う。 

都市創生課 

再雇用制度の導入促
進 

就業を中断した女性労働者の職業経験や実
績を活用するため、企業等に対して再雇用
制度の導入の働きかけや関係法規等につい
て「広報斑鳩」や啓発資料等を通じ啓発を行
う。 

都市創生課 

子育て女性等就業・起
業の支援 

子育て中などで起業を志す女性に対し、経
営管理や法制度等の基礎的な知識を習得す
るための講座の開催や情報提供、ビジネス
プランの策定、制度融資等による支援体制
を整備する。 

また、起業にあたって必要な知識を取得す
るための講座の開催やネットワーク形成の
ための交流促進をはかるとともに、取組み
事例の収集および情報提供に努める。 

都市創生課 

   

事業名 自殺対策の視点を含めた事業内容 担当課 

女性総合相談の実施 女性のあらゆる悩み（生き方、心、身体、家
族、夫婦、男女、対人関係、性、セクハラ、
女性に対する暴力等）について、女性の立場
に立って聴き、相談者とともに考えながら、
相談者自らが問題解決の糸口を見つけられ
るよう、相談に応じ、必要に応じて関係機関
等を紹介します。 

政策財政課 

こころの健康相談の
実施 

こころの健康に関して、専門的な立場の精
神保健福祉士により、助言・指導を行いま
す。 

健康対策課 

女性に対する暴力に
関する法律等の周知 

ＤＶ防止法やストーカー行為規制法等に関
するリーフレットの配布や、「広報斑鳩」へ
の記事の掲載を行う。 

政策財政課 

女性に対する暴力に
対応するための関係
機関との連携強化 

女性に対する暴力の防止・対応のため、県・
警察等の関係機関との連携を強化する。 政策財政課 

要保護児童への支援 虐待を受けた児童等の要保護児童やその家
庭を的確に把握するとともに、それらの相
談・解決のために関係機関の連携・協力体制
の充実をはかる。 

子育て支援課 
教育委員会総務課 

「要保護児童対策地
域協議会」の開催 

要保護児童の早期発見およびその適切な保
護をはかるため、「要保護児童対策地域協議
会」を開催し、関係機関との連携を強化す
る。 

子育て支援課 
健康対策課 

教育委員会総務課 
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第７章    計画の推進 

 

自殺対策は、家庭や学校、職域、地域など社会の全般に関係しており、総合的な対

策のためには、他分野の関係者の連携と協力のもとに、効果的な施策を推進していく

必要があります。 

このため、幅広い関係機関・団体で構成される「斑鳩町自殺対策連絡会議」にて、

自殺対策を推進していきます。関係各課、各機関は、それぞれが特に対象としている

人への適切な対策を講ずるとともに、相互に連携・協力して総合的な自殺対策の推進

を図れるよう具体的に検討していきます。 

 

＜計画の数値目標＞ 

本計画では令和6年から令和11年の6年間の自殺死亡率を、前期計画の数値目標を継

続とし、平成27年と比べて70％以下とすることを目標とします。 

 現状 本計画 

基準年 
平成 29～令和 3 年 

（5 か年平均） 

令和 6～11 年 

（6 か年平均） 

自殺死亡率 （人口 10 万対） 11.3 12.74 

対 27 年比 62.1％ 70.0％ 

    ※平成 29～令和 3 年の自殺死亡率の平均値は、令和 2年が 3.5 と著しく低く 11.3 となり前計画の対 27 年比

70.0％（12.74）を達成しているが、令和 2年を除く平均値は 13.3 となっており達成していない。 

そのため、本計画の数値目標は前計画の数値目標を継続し、対 27 年比 70.0％（12.74）とする。 

 

＜数値目標を達成するための評価指標＞ 

指標の内容 現状値 目標値等 

Ｋ６（こころの状態を評価する指標）の合計得点が９点

以上の者の割合 

男性 12.1％ 

女性 18.3％ 
減少 

ゲートキーパー養成者数 
226 人 

（延べ人数） 
増加 

 

  



 

60 

 

第８章    評価 

 

 

計画を具体的かつ効果的に推進していくために、ＰＤＣＡサイクルを通じた計画の

進捗管理を行います。進捗状況の管理については、自殺対策の施策や取り組みの効果

を「斑鳩町自殺対策連絡会議」で検証し、検証の結果や国の動向を踏まえつつ、本計

画の実効性を高めるものとして必要に応じて取り組み等を改善することにより継続的

に自殺対策計画を展開していきます。 

また、令和６年度から令和11年度までの計画期間において、社会情勢や自殺をめぐ

る諸情勢の変化、大綱に基づく施策の推進状況や目標の達成状況等を踏まえ、必要に

応じて計画の変更を行うことがあります。 

 

Ｐ：計画： 

①「基本方針」に基づく施策ごとの目指す姿と、その達成手段である「生きる支

援施策」を組立 

②「生きる施策」の達成度を示す「数値目標」を設定 

③評価結果に基づいた改善案の推進計画を策定 

Ｄ：実行：「基本方針」の達成に向けて、年次ごとに効果的・効率的な事業推進及び

事務の執行 

Ｃ：評価：「生きる支援政策」の実施状況を把握し、数値目標の検証、進捗評価 

Ａ：改善：評価結果に基づいて、必要により計画の見直しの実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

業務の実施が計画に 

沿っているかどうかを 

確認する 

従来の実績や将来の予測 

などを基にして業務計画 

を作成する 

実施が計画に沿って 

いない部分を調べて 

改善する 

計画に沿って業務を行う 

計画 

Action 
改善 

Plan 

Do Check 
実施 評価 
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参考資料 

 

１ 斑鳩町自殺対策連絡会議設置要綱 

（設置） 

第１条 庁内の関係部署と連携を図り、自殺対策を推進するため、斑鳩町自殺対策連絡会議（以

下、「連絡会議」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 連絡会議が所掌する事項は、次のとおりとする。 

（１） 自殺防止に関する情報交換及び連携・協力 

（２） 自殺防止に関する普及啓発及び研修 

（３） 自殺防止に関係する機関及び団体等との連携 

（４） その他自殺防止対策の推進に関する必要な事項 

（組織） 

第３条 連絡会議は、別表に掲げる者をもつて構成する。 

２ 連絡会議に、座長及び副座長を置く。 

３ 座長は、副町長をもつて充てる。 

 

４ 副座長は、教育長をもつて充て、座長が不在の時は、その職務を代行する。 

（連絡会議） 

第４条 座長は必要に応じて連絡会議を招集する。 

２ 座長は、必要に応じて構成員以外の者に対して連絡会議への出席を求めることができる。 

３ 連絡会議は、必要に応じて個別ケース会議を開催することができる。 

（事務局） 

第５条 連絡会議の事務局は、住民生活部健康対策課に置く。 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか連絡会議の運営に関し必要な事項は座長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成 24 年 8 月 1 日から施行する。 

この要綱は、平成 28 年４月 1 日から施行する。 

この要綱は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 

この要綱は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 
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２ 令和５年度 斑鳩町自殺対策連絡会議名簿 

                          

職  名 氏 名 

副町長 加藤 惠三 

教育長 山本 雅章 

総務部長 ・ 巻 昭男 

住民生活部長 栗本 公生 

都市建設部長 上田 俊雄 

住民生活部 次長 北  典子 

教育委員会事務局 教育次長 本庄 徳光 

総務部 

総務課長 松岡 洋右 

安全安心課長 曽谷 博一 

政策財政課長 真弓  啓 

税務課長 福田 善行 

住民生活部 

福祉課長 中原  潤 

子育て支援課長 中尾 歩美 

健康対策課長 北  典子 

国保医療課長 猪川 恭弘 

住民課長 峯川 敏明 

教育委員会事務局 
総務課長 仲村 佳真 

生涯学習課長 本庄 徳光 

斑鳩町社会福祉協議会事務局長 松村 敦子 

斑鳩町地域包括支援センター長 羽根田 久枝 

有識者 

（一財）信貴山病院 

ハートランドしぎさん 院長 
徳山 明広 

弁護士 中西 達也 

奈良県郡山保健所 健康増進課主幹 

兼 難病相談支援センター次長 

兼 精神保健難病係長 

上羽 累理 
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